
令和7年12月1日

　　　　　　

株式会社エステム （単位：　千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【流  動  資  産】 【 3,400,945 】 【流  動  負  債】 【 2,069,241 】

　現金 及び 預金 1,447,684 　電 子 記 録 債 務 94,200

　受  取  手  形 7,772 　買    掛    金 396,058

　売　  掛  　金 1,392,796 　短 期 借 入 金 450,000

　電 子 記 録 債 権 410,409 　未  払  費  用 210,140

　棚　卸　資　産 83,245 　未 払 法人税等 95,065

　短  期  貸  付  金 35,500 　未 払 消 費 税 98,442

　前  払  費  用 16,808 　前　　受　　金 204,602

　未  収  入  金 14,824 　預    り    金 249,125

　仮　　払　　金 1,407 　賞 与 引 当 金 264,000

　貸 倒 引 当 金 △ 9,500   前  受  収  益 7,609

【固  定  資  産】 【 2,640,331 】

（有形固定資産） （ 1,287,962 ） 【固  定  負  債】 【 728,945 】

　建　　　　  物 461,486 　長 期 借 入 金 114,203

　建 物 付 属 設 備 106,200 　リ ー ス 債 務 18,784

　構    築    物 10,436 　退職給付引当金 2,090

　機  械  装  置 1,506 　役員退職慰労引当金 133,620

　車 両 運 搬 具 0 　製品(工事)保証引当金 289,082

　工具 器具 備品 40,004 　サービス保証引当金 171,166

　一 括 償 却 資 産 3,547 負 債 の 部 計 2,798,186

　土　　　　　地 639,641

　リ ー ス 資 産 16,745 【株  主  資  本】 【 3,243,091 】

　建 設 仮 勘 定 8,396 ［資    本    金］ ［ 70,000 ］

（無形固定資産） （ 32,991 ） ［資 本 剰 余 金］ ［ 8,000 ］

　ソ フ ト ウェア 25,257 　　資 本 準 備 金 8,000

　電 話 加 入 権 7,734 ［利 益 剰 余 金］ ［ 3,165,091 ］

（投資その他資産） （ 1,319,377 ） 　　利 益 準 備 金 12,990

　投 資 有価証券 25,882 （その他利益剰余金） （ 3,152,101 ）

　関 係 会社株式 77,252 　　別 途 積 立 金 300,000

　出　　資　　金 1,111 特別償却準備金 7,151

  長 期 前払費用 8,344 　　繰越利益剰余金 2,844,950

  長 期 貸 付 金 1,200,000 　［自　己　株　式］ ［ 0 ］

　差 入 保 証 金 6,787 純 資 産 の 部 計 3,243,091

資 産 の 部 計 6,041,277 負債・純資産の部計 6,041,277

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。

（令和7年9月30日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

純　資　産　の　部

第　5　6　期　　　決　算　公　告

名古屋市南区弥次ヱ町二丁目19番地の１

          株式会社エステム
代表取締役社長　塩﨑敦子

貸　　借　　対　　照　　表



（注記事項）

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

  ①子会社株式及び関連会社株式　移動平均法に基づく原価法

②その他有価証券 移動平均法に基づく原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

①商品　 先入先出法による原価法

②未成工事支出金　 個別法による原価法

③原材料 先入先出法による原価法

（３）固定資産の減価償却方法

①有形固定資産 法人税法の規定に基づく定率法

ただし､平成10年4月1日以降に取得した建物及び平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備、構築物については､

定額法を採用しております｡

②無形固定資産 法人税法の規定に基づく定額法

（４）引当金の計上方法

①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込み額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の年末賞与支給に備えるため、支給見込み額を計上しております。

③退職給付引当金 正社員の退職給付につきましては、平成20年1月1日より確定給付企業年金(規約型)

制度を採用しておりましたが、平成26年4月1日より確定拠出企業年金制度に

移行しております。

従って、退職給付引当金は、準社員の退職給付に備えるため、期末要支給額を

計上したものであります。

④役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による期末要支給額に基づき計上

しております。

⑤製品(工事)保証引当金 販売した商品・製品及び請負工事等の保証損失に備え、見積額を計上しております。

⑥サービス保証引当金 運転保守管理等の当社が提供するサービスにおける保証損失に備え、見積額を今期

より計上しております。

（５）消費税等の会計処理 税抜処理によっています。

２．貸借対照表関係

（１）関係会社に対する金銭債権債務

①短期金銭債権 40,706千円

②短期金銭債務 56,880千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額 1,315,070千円

（３）所有権移転外ファイナンスリース取引については、49期より少額リース取引については賃貸借処理としております。

　　　それ以外のリース取引については売買処理とし、リース期間定額法により減価償却を行っております。

3．株主資本等変動計算書関係

（１）事業年度末日における発行済み株式の数 231,900株

（２）事業年度末日における自己株式の数 該当なし

（３）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

  令和6年11月29日開催の定時株主役会において、次の通り決議されました。

　①配当の総額 162,330,000円

　②配当の原資 利益剰余金

　③１株当たり配当額 700円

　④基準日 令和6年 9月30日

　⑤効力発生日 令和6年12月8日

（４）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　令和7年11月28日開催の定時株主役会において、次の通り決議する予定です。

　①配当の総額 162,330,000円

　②配当の原資 利益剰余金

　③１株当たり配当額 700円

　④基準日 令和7年 9月30日

　⑤効力発生日 令和7年12月5日

（５）当事業年度末日において発行されている新株予約権の目的となる株式の数

　該当なし

4. この計算書は、「中小企業の会計要領」によって作成しています。


